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平 成 3 0 年 度 事 業 報 告 書 

平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日まで 

 

 平成 31 年 4 月 1 日新元号「令和」が決まり、4 月 30 日天皇陛下が退位、5 月 1 日に皇太

子殿下が新天皇に即位され、新たな時代がスタートする。 

 平成最後の年度は、6月に大阪府北部地震、7月に西日本豪雨、9月に北海道胆振東部地震

など多くの自然災害に見舞われた年であった。 

 日本経済再生を最優先とした安倍政権のもと、デフレ脱却の目安となる消費者物価指数は

プラスに転換、また大企業の業績は回復傾向にあるが、反面、中小企業は景気回復の実感を

感じられないのが現状である。そして少子高齢化や生産労働人口の減少、社会保障への不安、

働き方改革など問題が山積している。 

海外では、トランプ米国大統領の「自国第一主義」が世界的に政治・経済に大きく影響を

及ぼしている。 

 

 そうした情勢の中、当日本専門新聞協会は公益社団法人として専門紙（誌）記者取材活動

運営事業や、新聞週間における「日本専門新聞大会」の開催、国民各界・各層に対する専門

情報の提供活動などを実施してきた。日本専門新聞大会時局講演会では薮中三十二氏の講演、

新春講演会では二宮清純氏の講演、また今回で 7回を迎えた「著作権法セミナー」や、新た

に「経営者のための働き方改革への対応」セミナーなど実施してきた。 

消費税引き上げに伴う軽減税率適用要望活動は関係各位が努力してきたが、今次は「継続

審議」という結果に終わった。今後も「週２回以上発行」の新聞とする要件を「旬刊発行」

までに適用拡大できるよう、日本専門新聞政治連盟と連携を密に要望活動を継続していきた

い。 

  

 加盟各社の経営に資するための著作権の保護に関する活動においては、日本複製権センタ

ー（JRRC）と出版者著作権管理機構（JCOPY）への加入促進活動を通年で実施、また JRRCか

らの包括許諾・使用料を契約加盟社に配分することができた。また、教育現場における著作

物利用に対する補償金の受け皿として「一般社団法人 授業目的公衆送信補償金等管理協会」

（SARTRAS)への参加検討を行っている。 

 

 情報通信多様化の中、新しい時代に向けて協会加盟社のためにそれぞれの事業を積極的に

推進していきたい。 

また、今後も協会財政の基盤を盤石なものとするため、新規加盟社を増やす活動を役職員

一丸となって取り組んでいくこととしたい。 
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Ⅰ．事業推進活動 

  事業計画に基づく、公益目的事業、協会組織強化活動など諸事業を推進するために次の

会議を開催し、その具体的な実行計画を決定して、事業推進の円滑化を図った。 

 

１．総 会 

（１）平成 30 年 5 月 18 日、霞が関ビル 35 階 東海大学校友会館において第 93 回通常総

会を開催し、平成 29年度事業報告、同収支決算報告の承認を得た。 

（２）平成 31 年 2 月 21 日、霞が関ビル 35 階 東海大学校友会館において第 94 回通常総

会を開催し、平成 31年度予算ならびに事業計画の承認を得た。 

２．理事会 

   理事会を 6回開催し、総会で承認された事業計画に基づき、協会の業務執行に必要な

決定を行った。また常任理事会、各専門委員会などからそれぞれ提出・報告された事項

について審議、決定した。その他必要に応じて「定款」第 30 条による重要事項につい

て審議、決定した。 

３．常任理事会 

  「定款」第 36 条～39 条に基づき、公益目的事業、協会組織強化活動および理事会よ

り負託された事項、その他事業運営に必要な事項など協会の諸事業を適正かつ円滑に執

行していくことを目的に 11回開催し、その内容を理事会へ提出した。 

４．専門委員会 

  「定款」第 40 条に基づく専門委員会を、必要に応じ適宜開催した。総務、組織、記

者会、広報、国際交流、情報化、社会文化、新聞大会運営等各専門委員会、および関西

支部を今年度も引き続き開催した。これら委員会・支部の議論内容を理事会へ報告、理

事会の決定を経て協会の具体的事業の実行・推進にあたってきた。 
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Ⅱ．公益目的事業 

   公益社団法人として、「定款」第 4条に基づき、以下の公益目的事業を実施した。 

なお、専門紙(誌)記者取材活動運営事業は記者会委員会、新聞週間における「日本専門新 

聞大会」開催事業は新聞大会運営委員会、国民各界・各層に対する専門情報の提供事業は広

報委員会、講演会の開催事業は社会文化委員会がそれぞれ担当して実施にあたった。 

 

１．専門紙(誌)記者取材活動運営事業 

  「社会的公益性をもった新聞・通信」を「公共的使命」をもって発行・編集できるよう 

  支援した。また「記者による取材活動」が円滑に行われるよう運営する一方、専門紙 

（誌）の健全な発展を支援し、国民生活の向上と我が国の産業・経済・教育・文化各層 

社会の発展に寄与した。 

（１）国会記者会館の国会記者会、国土交通省内の国土交通省建設専門紙記者会に対し、

所属している専門紙（誌）記者の取材活動が円滑に出来るようコミュニケーション

を図ると共に、情報収集、情報管理など取材環境の整備ならびに「帯用証」「記者

記章」の発行・交付申請手続き、管理など記事作成等の記者取材活動を支援した。 

(２）総理大臣記者会見、官房長官記者会見の取材者登録の手配等、専門紙（誌）記者 

取材活動の充実化を推進した。 

（３）東京都庁内の東京都共用記者室において加盟社の専門紙（誌）記者が取材活動を 

円滑に行えるよう、東京都に対し「東京都共用記者室利用承認」を申請するなど取 

材活動の支援を推進した。 

（４）成田・東京・中部・関西・大阪の各国際空港における取材活動の円滑化を図るた 

め「空港取材記者証」を発行した。 

（５）専門紙（誌）記者の取材活動が円滑にできるよう一部未設置省庁に対し、専門新 

  聞記者会室確保の活動を継続した。 

（６）海外における取材の便宜をはかるため「海外取材記者証（PRESS）」を発行した。 

（７）専門紙（誌）記者会との親睦を図るため、総会並びに記者会役員との親睦会へ 

出席するなど、相互理解を深めた。 

（８）協会未加入の専門紙(誌)記者に対し、各省庁に取材する際の手続き等について、 

  その内容、情報提供の方法など、引き続き検討を行った。 

 （９）マスコミ倫理懇談会全国協議会の運営幹事会や「メディアと法研究会」「東京 

地区マスコミ倫理懇談会」の月例会に参加し、「報道の自由を守る」ための研究や 

情報収集に努めた。 
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２．新聞週間における「日本専門新聞大会」開催事業 

[事業の概要] 

（１）写真コンクールの実施 

新聞週間の趣旨を啓発し、かつ専門紙（誌）の役割と特性の理解醸成および普及を 

目的とし実施し、新聞または雑誌に不可欠な写真を老若男女を問わず募集、新聞週間 

の「日本専門新聞大会」において入賞者を表彰した。 

（２）新聞週間キャッチフレーズの募集 

 新聞週間の趣旨を啓発し、かつ専門紙（誌）の理解醸成および普及を目的とし、専 

門紙(誌)特有の役割・特性・価値などを主旨とした「キャッチフレーズ」「標語」を 

国民各界各層から募集。新聞週間の「日本専門新聞大会」において入賞者を発表した。 

（３）時局講演会の開催 

  新聞週間の趣旨を啓発し、国民生活の向上、産業経済の発展等に資することを目的

として、国民各界各層に向けた講演会を「日本専門新聞大会」において実施した。 

（４）国民各界各層に対する、加盟社の新聞紙上および協会 HPによる周知と募集 

加盟各社発行新聞紙および協会 HPを通じて、第 71回新聞週間・日本専門新聞第 26 

回写真コンクール募集、キャッチフレーズ募集及び入選作発表、および新聞週間行事 

の実施状況等を広報するなど、新聞週間の趣旨、専門新聞の社会的使命を広く国民各 

界各層にＰＲした。 

[第 71回新聞週間・日本専門新聞大会開催の内容] 

平成 30年 10月 16日、帝国ホテル 2階「孔雀東」の間において開催した。 

第 1部「時局講演会」として、立命館大学客員教授の薮中三十二氏による講演（テ 

ーマ「漂流するグローバル社会と日本の針路」）を実施。 

第 2部「式典」は、文化庁長官、国会議員、駐日大公使、経済団体役員等を招待し、 

楢原大会会長の挨拶につづいて文化庁長官の祝詞、来賓代表の祝辞、加盟社代表者 

顕彰、加盟社優良社員表彰、写真コンクール入選作発表、キャッチフレーズ入選作 

発表等が行われ、大会アピールの採択等により式典を終了した。 

    第 3部「レセプション」は、来賓祝辞、ラッキーカードの抽選を行うなど、盛況裡

にフェスティバルを終了した。 

（１）加盟社代表者顕彰 

協会運営に特に顕著な功労・功績があり、わが国文化の向上発展に貢献した次の 

代表者を顕彰した。 

 功労章 株式会社 じほう 代表取締役社長      武田正一郎 氏 

 功労章 株式会社 食料新聞社 代表取締役社長    平野 康治 氏 

 功績章 株式会社 建通新聞社 代表取締役会長   山地 忠雄 氏 

功績章 株式会社 日刊建設産業新聞社 代表取締役  髙橋 正德 氏 

功績章 株式会社 北海道医療新聞社 代表取締役   村上 一則 氏 



 

5 

（２）加盟社優良社員表彰 

長年にわたり会社業務に精励し、優良社員 7社 13名を表彰した。 

（３）第 26回写真コンクール入選作発表と表彰 

一般応募、加盟社読者、加盟社社員など応募総数 842点の中から、関口 照生先生、

林 義勝先生の両名の審査員により各賞を決定した。文化庁国語課長より、一般応募 

加藤 和弘 氏への文部科学大臣賞表彰をはじめ、理事長賞、審査委員長賞、加盟社

特別賞および秀作等、合計 18名を表彰した。 

（４）キャッチフレーズ入選作発表 

新聞週間キャッチフレーズの募集を行い、応募総数 1,085点について理事会で厳選 

し、次の優秀作 1点、佳作 2点を決定して 10月 1日以降の加盟社新聞紙上及び日本

専門新聞大会会場にて発表した。 

優秀作 「激動の 今を読み解く 専門紙 未来へつなぐ 確かな情報」 

   佳 作 「発展する 日本を支える 専門紙 価値ある情報 未来を開く」 

  佳 作 「情報は スマホパソコン見れるけど 深さが違うな専門紙」 

（５）大会アピール 

世界の政治・経済が激動するなか、日本は長年の懸案であるデフレ脱却を目指し

ている。一方、少子高齢化による社会保障関係費の増大は、年々政府の債務残高を

際立たせている。 

日本の成長は、新たな財政政策が厳しい折、TPP をはじめとする経済協定の早期

発効や働き方改革などの規制・構造改革に委ねられている。 

われわれ専門新聞は日々的確な報道活動を行い、社会・経済の発展に寄与するこ

とを、ここに宣言する。 

（６）大会スローガン 

「日本経済の更なる成長に向け、より確かな情報を発信しよう！」 

「すべての専門新聞に消費税軽減税率の適用を実現しよう！」 

「国民の知る権利を守るため、第三種・第四種郵便制度を堅守しよう! 」 
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３．国民各界・各層に対する専門情報の提供事業 

国民各界各層の、あらゆる分野の産業界および公的機関に対し、的確・迅速にまた 

  公正・精確に専門紙(誌)情報の提供を行っていくことをもって、国民生活の向上、産業 

経済の発展に寄与することを目的とし、次のとおり実施した。 

（１） 加盟 83社掲載の「専門新聞要覧」を編集・発行し（2,050部）、各省庁、在日大公 

  使館、国公私立図書館、全国の公益団体などへ無償提供した。 

（２） 専門紙（誌）、専門情報の収集を希望する方に的確に対応するため「閲覧室」の充 

実化に向け具体的に検討を進めた。 

（３） 協会ホームページの充実化を進め、日本専門新聞大会の広報など国民各界各層への 

情報発信機能をさらに強化した。 

 

４．講演会の開催事業 

国民生活の向上、産業経済の発展、専門紙(誌)の発行・編集技術の向上等、国民各界各

層に向けて実施することにより、文化の振興に寄与することを目的に以下の通り「新春

講演会」を開催した。 

（１）日  時 平成 31年 1月 29日（火）午後 3時 30分～同 5時 00分 

（２）場  所 東海大学校友会館 

         東京都千代田区霞が関 3-2-5 霞が関ビル 35階 

（３）講演内容 講  師：スポーツジャーナリスト 二宮 清純 氏 

テ－マ ：「勝つリーダー 負けるリーダー」  

（４）応募者について 

協会加盟紙の読者をはじめとする国民各界各層を対象に各専門新聞紙上、協会ホーム

ページに掲載し募集した。その結果、応募総数は約 200人となり所期の目的を達成した。 
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Ⅲ．協会加盟社への共益事業および協会組織強化活動 

 

１．総務委員会 

   総務委員会は、協会の戦略会議としての位置付け、ならびに加盟社の経営に資する諸問

題、制度問題などに対する活動、支援を中心に次の諸活動を推進した。 

（１）公益社団法人として、公益目的事業を着実に実行していくため、 

①公益目的事業の運営状況、予算執行の状況等について進捗を管理し、運営上問題が 

 あれば必要に応じ理事会へ報告するなど、課題解決に努めた。 

②公益認定等委員会に対し、事業計画、事業報告、役員の変更届等の必要な報告を行 

い、また、立入検査にも適切に対応した。 

（２）第三種・第四種郵便制度が維持・存続されるよう引き続き情報収集および要望活動 

を政治連盟と連携し、展開した。 

（３）消費税率の引き上げが 2019年 10月に実施予定だが、軽減税率適用の新聞は「週 2 

回以上の発行」と限定された。その結果、協会加盟の多くの専門紙は軽減税率の適用 

除外となった。このため、当協会は、日本専門新聞政治連盟と連携し、旬刊以上発行 

の新聞にも軽減税率が適用されるよう以下のとおり、ほぼ１年に亘り与党税制調査会 

所属議員を中心に積極的な陳情・要望活動を行った。 

① 与党幹部への面会の実施 

② 関連所管官庁に対する情報収集 

③ 与党幹部・議員への要望活動の実施 

④ 与党幹部へ専門新聞、専門誌を発送 

   その結果、2019年 10月の消費税 10％引き上げ時には諸般の政治事情により、軽減税 

率は適用されることはできなかったが、今後、与党税制調査会の中で引き続き検討さ 

れることとなった。 

(４) 出版物の著作権を守るため代表的な団体は「公益社団法人 日本複製権センター 

（JRRC）」および「一般社団法人 出版者著作権管理機構（JCOPY）」であり、当協会は、 

両団体に出版者（権利者）団体として関わっている。現在、JRRCには加盟社 35社、JCOPY 

は 9社が管理委託契約をそれぞれ締結し出版物の権利の確保を行っているが、両団体に 

加入していない加盟社に対し、「出版物の著作権」を守るため、両複製権管理団体への 

加入促進を行った。また、教育現場における著作物利用に対する補償金の受け皿として 

の「授業目的公衆送信補償金等管理協会」へ参加すべく検討を行った。 

(５)専門紙（誌）記者の記者会見取材の全面開放に関する要望活動については、継続して 

活動を行った。また、引き続き専門紙（誌）記者の内閣総理大臣、内閣官房長官の記者 

会見取材も継続され、着実に専門紙（誌）記者会見取材機会の拡大を図った。 

（６）日本専門新聞大会において加盟社代表者顕彰、優良社員表彰を実施した。 

（７）加盟社の経営安定に役立つ諸施策の調査及び他委員会との共同活動を行った。 
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（８）顧問・相談役・参与のアドバイスを受けながら、協会活動の活性化推進に努めた。 

（９）要望・陳情活動の展開については、日本専門新聞政治連盟と緊密に連携をとりなが 

ら強力に諸活動を推進した。 

（10）各専門委員会の委嘱委員の活用、各専門委員会による連携、協会諸会議のスムーズ 

な運営などについて、調整を行った。 

 

２．組織委員会 

専門新聞の社会的地位向上と協会の財政確立・組織強化を図るため、新会員の加入促進

活動を中心に次の（１）～（５）の活動を推進した。 

（１） 新規加入促進活動に資するため、当協会加入のメリットを整理するとともに内規の 

改善に向けて検討を行った。 

（２） 未加入有力専門新聞社のデータベースを基にした入会勧誘活動、ならびに他新聞社

からの情報収集による加入促進活動を推進したが、新規加入にはいたらなかった。 

（３）協会ホームページの充実による組織強化活動を推進した。 

（４）その他必要とする活動を行った。 

(５) 協会加盟専門新聞社・通信社の動向 

退会 4社 

加盟社現況（平成 31年 3月 31日現在・83社） 

分  野  別 分  野  別 

医薬・歯科・化粧品      7社 情報通信・通信販売     2社 

化学・ゴム          2社 食品・食料・醸造      5社 

環境・エネルギー       3社 繊維・装飾・家具      1社 

機械・金属          1社 鉄鋼・セメント       1社 

行政・教育・文化       5社 電気・ガス・水道      3社 

金融・証券・税務       6社 農業・林業・酪農      7社 

建設             17社 保険・社会保障・福祉    6社 

交通・観光          7社 輸送・物流         5社 

住宅・不動産         5社  

 

３．記者会委員会 

  公益目的事業「１．専門紙（誌）記者取材活動運営事業」を推進した。 

 

４．広報委員会 

広く国民各界各層に日本専門新聞協会並びに専門新聞に対する認識をより一層深めるた

めの対外的な広報活動と、協会の活動を加盟各社に積極的に PRする内部的な広報活動を以
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下の通り実施した。 

（１）対外的広報活動 

①平成 30 年 10 月に 2019 年版「専門新聞要覧」を発行し、加盟各社に配布するととも

に関係諸官庁、大公使館、全国図書館、各団体等へ配布した。 

②日本専門新聞大会フェスティバルの開催にあたり諸官庁、大公使館、各団体、各関係 

先等に対して招待状を送付するなど、幅広く新聞週間の趣旨、大会の目的、および日 

本専門新聞協会加盟社の PR活動を行った。 

③平成 30年 10月 16日に開催された第 71回新聞週間・日本専門新聞大会フェスティ 

バルにおいて、時局講演会の内容や第 26 回日本専門新聞写真コンクールの結果を掲 

載した「日本専門新聞大会特集号」を発行し、広く国民各界各層に広報活動を行った。

さらに会場入口前に第26回日本専門新聞写真コンクールの受賞作品（文部科学大臣賞、

理事長賞、審査委員長賞の入選 3点、加盟社特別賞１点、秀作 14点、招待作品 2点）

を展示し、積極的な広報活動に努めた。また「日本専門新聞大会速報号」として、当

日の薮中三十二氏を講師にお迎えした時局講演の内容や、式典・レセプションの模様

をとりまとめ、加盟各社に発信した。 

④専門紙（誌）に対する取材要請、閲覧申し込み等に対し積極的に協力をした。 

（２）内部的広報活動 

①協会会報を平成 30年 8月（№135）、平成 31年 3月（№136）にそれぞれ発行し、協会 

の活動状況を各加盟社に広報した。№135では新役員の紹介、園遊会、桜を見る会への

出席などを掲載した。また№136 では「第 7 回著作権法セミナー」、新セミナー「経営

者のための『働き方改革』への対応セミナー」、二宮清純講師の「新春講演会」、韓国専

門新聞の日記念式典などを掲載した。また、引き続き各号に「加盟社の行事紹介」、好

評の『知っ得情報』コーナー、さらに協会監事の秋山智昭弁護士のリーガル情報の連載

を行うなど多岐にわたる情報を掲載し、加盟社とのコミュニケーションツールとして会

報内容の充実化を図った。 

② その他、各委員会の活動状況および総会等については、その都度記事配信を行い、 

広報に努めた。 

 

５．国際交流委員会 

国際交流委員会は、経済・文化がグローバル化し、国際化の進む社会に対応すべく公共 

的使命の達成のため、下記の諸活動を推進した。 

（１）日韓専門新聞協会交流事業の実施 

① 平成 30年 10月 16日、日本専門新聞協会主催による第 71回新聞週間・日本専門新聞

大会フェスティバルに、韓国専門新聞協会を代表して梁会長以下 3名が来日・出席し、

親睦を深めた。 

② 平成 30年 11月 20日、韓国ソウル市において行われた「韓国専門新聞の日記念式典」
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に当協会より楢原理事長、入澤副理事長、山地常任理事（国際交流委員長）、小林事務

局長が協会を代表して出席し、交流を深めた。 

（２）アジアを中心とした専門紙（誌）及び関係機関についての調査・研究 

アジア諸国の専門紙（誌）についての調査・研究を継続した。 

（３）海外の専門新聞・専門メディア関係者及び各国大使館等との国際交流の促進 

韓国の専門新聞関係者と意見交換し、お互いの信頼関係を深めることができた。 

 

６．情報化委員会 

加盟各社の経営に資するため、著作権に関する研究と対処活動、ならびに資料の収集を

行った。 

（１） 著作権に関する研究と情報収集 

① IT 社会の進展に対処して、インターネットサービスにおける著作権保護に関する著作

権及び複写権に関する情報収集を行った。 

② 公益社団法人日本複製権センターと結ぶ包括許諾・複写使用料を契約加盟各社 35社に、

配分した。 

 ③教育利用に関する著作権管理について調査・研究を行った。 

（２）加盟社の現況調査および諸資料の収集・加盟社への提供活動 

加盟社の現況や将来の取り組み方針を調査するため、次年度も継続して検討、実施する

こととした。 

 

７．社会文化委員会 

社会文化事業については、協会加盟社の経営の向上及び国民各界各層の利益擁護に資するため、(1)

～(2)の活動を推進した。 

（１）講演会・実務担当者を対象とした研修会などの開催 

 ①平成30年11月29日、日本専門新聞協会（虎ノ門第2興業ビル3階会議室）において弁護士 倉

重公太朗 氏を講師として迎え、「経営者のための『働き方改革』への対応」とのテーマで

開催し、加盟社の経営者、人事労務担当者約30名が受講した。 

②平成31年2月21日、日本専門新聞協会（虎ノ門第2興業ビル3階会議室）において弁護士 中

川達也 氏を講師として迎え、「第7回著作権法セミナー ～平成 30年著作権法改正内容のポ

イントおよび著作権に関わる疑問に答える～」とのテーマで開催し、加盟社の編集・営業・

総務等の実務に携わる方々約60名が受講した。 

（２）その他必要とする文化活動 

      加盟社役員等の健康維持・推進とともに親睦を図るため、ゴルフ大会を開催。主催は

協会霞門倶楽部で別途会費を徴収し、以下のとおり実施した。 

第 98回 平成 30年 5月 31日（木）  船橋カントリー倶楽部 

第 99回 平成 30年 11月 1日（木）  新千葉カントリー倶楽部 
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８．新聞大会運営委員会 

  公益目的事業「２．新聞週間における日本専門新聞大会開催事業」を推進した。 

 

９．関西支部活動 

  本部活動の補完を図るため、関西に本社及び支社・支局を置く加盟社を対象に、理事会

承認のもと、次の活動を推進した。 

（１）支部総会・幹事会の開催 

①平成 30年 6月 25日、大阪市北区の関西支部（水道産業新聞社内）において第 51回定

時総会を開催し、平成 29 年度事業報告・同収支決算報告、平成 30 年度事業計画案・同

収支予算案の承認を得た。併せて幹事会を開催し、終了後、北区で懇親会を開催した。 

②平成 30年 11月 26日、関西支部において平成 30年度第 2回幹事会を開催。関西支部の

今後の体制、見学会・研修会の実施について議論した。 

（２）研修会・情報交換会の開催 

①平成 30年 11月 26日、関西支部において情報交換会を開催。終了後、懇親会を実施した。 

②平成 31年 3月 5日、「琵琶湖疏水を訪ねて」をテーマに、インクライン、水路閣、水力

発電所、南禅寺など、琵琶湖疏水関連の施設を見学・散策した。見学会終了後、京都市

東山区花見小路で懇親会を開催し、会員間の交流を深めた。 

（３）広報・取材活動の推進 

申込みのあった企業・団体へ「専門新聞要覧 2019」を配布した。 

（４）他団体・組織等との懇談 

①平成 30年 7月 5日、大阪市北区で開催の経団連関西会員懇話会・懇親パーティに出席し

て、他団体との交流を図った。 

②平成 31年 1月 30日、大阪市北区で開催の経団連関西会員懇話会・懇親パーティに出席

して、他団体との交流を図った。 

（５）その他 

協会本部の事業活動を報告する一方、平成 30年度事業計画に基づく支部活動を積極的 

に推進して、専門新聞に課せられた社会的使命の遂行を図るとともに、加盟社の健全な

発展に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 



 

12 

Ⅳ．栄誉関係 

 

１．園遊会・桜を見る会 

（１）皇室主催の園遊会に、次の加盟社代表者が協会を代表して招待された。 

   （春） 株式会社 創樹社 代表取締役会長     古川 興一  ご夫妻 

（秋） 株式会社 日本流通産業新聞社 代表取締役 成田 利明  ご夫妻 

（２）総理大臣主催の「桜を見る会」は次の加盟社代表者が協会を代表して招待された。 

      株式会社 日刊建設タイムズ社 代表取締役    菊池 英也    ご夫妻 

株式会社 薬事日報社 代表取締役社長      小山 紀夫  ご夫妻 

株式会社 石油通信社 代表取締役社長        永野 正己  ご夫妻 

株式会社 住宅新報 代表取締役社長       中野 孝仁  ご夫妻 

 

Ⅴ．渉外関係 

 

１．一般社団法人日本経済団体連合会 

一般社団法人日本経済団体連合会主催の研修会、講演会等に出席、各団体等の運営に協

力した。 

２．東京経営者協会 

経営者団体相互間の連絡提携と、労使関係の人事・労働問題、環境問題等の推進のため、 

協会を代表して理事長が常任理事として常任理事会、理事会、定時総会等、また各団体主

催の研究会、講演会等に出席、運営に協力した。 

３．一般社団法人出版者著作権管理機構 

出版物の複写に係る権利の管理、及び複写使用料の配分並びに著作権に関する情報収集

のため協会を代表して、副理事長、専務理事が、運営委員として諸会議に出席、その運営

に協力した。 

４．公益社団法人日本複製権センター 

出版物の複写に係る権利の管理、及び複写使用料の配分並びに著作権に関する情報収集

のため専務理事が、オブザーバーして諸会議に出席、また、打合せを行うなどその運営に

協力した。 

５．教育利用に関する著作権等管理協議会 

教育分野における著作物の円滑な利用と著作権者の権利保護を両立させ、ライセンスの

適切な受け皿団体づくりを検討するため、専務理事がオブザーバーして諸会議に出席、そ

の運営に協力した。 

６．マスコミ倫理懇談会全国協議会 

マスコミの諸問題に関する調査研究、並びに報道の自由及び言論の自由を守るため、協

会を代表して常任理事が理事、運営幹事として運営幹事会、研究会等に出席。また東京地
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区マスコミ倫理懇談会の月例会に出席し、その運営に協力した。 

７．公益財団法人 文字・活字文化推進機構 

    日本語を深く理解し、表現力、思考力や構想力を持った人づくりを目指し、言語力豊か 

な国民生活と創造的な国の実現に向けて、その活動に協力した。 

８．公益財団法人明るい選挙推進協会 

国民の政治意識の向上、並びに各種公職の選挙が明るく行われるように推進するため、

その運動に協力した。 

９．東京都報道事業健康保険組合 

現在加盟社 34社が加入して、社員及び家族の健康保持に努めた。 

10．報道事業企業年金基金（旧東京都報道事業厚生年金基金） 

現在加盟社 27社が加入して、社員及び家族の福祉の向上に努めた。 


